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概要： 我々は，高専における「情報基礎教育」の確立と普及を推進するため，情報基
礎教育の教科書や学習ノートなどの教材開発，ポータルサイト構築などの教育支援環境の
整備を行ってきている．このような学習教材は情報社会の進展に伴って常に見直していく
必要がある．そこで平成 22年度，新しい学習指導要領にも配慮した教科書と学習ノート
の改訂を行った．また，情報基礎教育の実践成果を活かした評価基準の共有化についても
着手している．本稿では，これら学習教材の開発と情報基礎教育の評価に関する取り組み
について述べる.

1 はじめに
情報通信技術（ICT; Information and Commu-

nication Technology）の進展，インフラ整備および
情報通信サービスの普及スピードは著しく，正しい
倫理観に基づく情報活用能力が社会において強く
必要とされている．このような背景のもと，情報教
育の重要性が強く叫ばれるようになり，平成 15年
度，高等学校において普通教科「情報」が新設され
た [1]．一方，高等専門学校（以下，高専）におい
ては独自の情報処理教育が従来より行われてきてい
たものの，高等学校と同年代にあたる低学年におい
ては，社会の動向に応じた情報基礎教育の実施が当
然必要となる．そこで我々は，高専の情報基礎教育
に関するプロジェクトを平成 13年より開始し [2]，
普通教科「情報」を視野においた標準的カリキュラ
ムの策定，教科書や学習ノートの刊行，ポータルサ
イトの構築・運用などを行ってきた．また，我々の
教育教材活用の広がりについて学会等で報告するな
ど [3][4]，情報基礎教育の啓発に関する活動も行っ
てきている．
ところで，平成 20年 2月には小中学校の新学習

指導要領が発表され [5]，その翌年 3月には高等学
校についても新学習指導要領が公示された [5]．共
通教科「情報」では，従来あった情報機器の活用等
が省略され，情報社会への参画や情報モラルに関
する項目に重点が移されるなど，従来のものより大
きく変更されている．平成 23年度からは小学校で，

また 24年度からは中学校において新学習指導要領
が全面実施されることとなっており，情報基礎教育
は新たな段階へと本格的に移行しつつある．
中学校卒業段階から，その後高等学校，大学に相
当する学生を教育する高専においては，このような
変化への対応は必須である．また，同時に情報社会
の移り変わりも激しく，我々がこれまでに作成した
学習教材である教科書および学習ノートにおいて
も，以上のような社会情勢に対応しなければならな
い．そこで平成 22年，これらの内容を大幅に見直
した三訂版を刊行した．「情報の活用・技術・参画」
といったバランスよい 3章構成を踏襲しつつ，新し
い情報通信技術や社会情勢の変化に合わせた内容を
追加するなど，最新の情報基礎教育に対応できる内
容としている．
また，情報教育における学生の達成度評価に必要
な共通基準と評価手法について科学研究費補助金の
支援を得て検討を行っている．情報教育においては
達成度評価の客観化が難しい．高専をはじめ高等教
育機関では長年にわたり情報基礎教育を行い，多く
の学習成果を蓄積している．そのような成果物をも
とに達成度評価を行うための評価基準を策定し，そ
れを多くの教授者間で実際の評価で活用すると同時
に，さらなる精緻化を行ってより客観的な評価方法
を確立していくことを目標としている．
本稿では，このような高専における新たな情報基
礎教育用教材改訂と，教育効果の評価方法に関する
取り組みについて報告を行う．
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2 これまでの活動状況
2.1 高専の情報基礎教育に関する活動
高専は，低学年（高等学校段階）の教育において
も学習指導要領のような共通指針に拘束されるこ
とはないため，それぞれの高専において特色ある独
自の教育が行えるという特長がある．これまでにも
独自の情報処理教育が各高専で精力的に行われてき
た．しかし，いわゆるリテラシー教育が中学校以前
でも行われるようになり，平成 15年度には高等学
校において普通教科「情報」がスタートするなど，
高等学校と同年代にあたる高専低学年においても
これと同等以上の情報基礎教育を行うことが必要と
なった．そこで我々は“入学直後から学科によらず
実施すべき情報教育の実践”を目標とし，平成 13
年度より高専における新しい情報基礎教育に関する
プロジェクトをスタートさせた．図 1に我々のこれ
までの約 10年間の活動経緯について示す．
このうち，平成 15年度に我々が刊行した教科書

「ネットワーク社会における情報の活用と技術」は
高専のみならず，大学・短大・高等学校などにおい
ても広く採用され，平成 16年度には第 14回日本
工学教育協会賞著作賞を受賞するなど高い評価を得
ることができた．情報基礎教育としてリテラシー教
育が多かった当時，新しい情報教育に焦点が置かれ
た教科書はまだ少なく，情報活用，情報技術および
情報社会への参画といった情報社会における知的活
動に必要な事項をバランスよく学習できるよう構成
されていた点が評価された理由と考えられる．
また，その後は教科書を利用した授業を支援する
ためのポータルサイトの構築と運用，学習ノートや
教科書の改訂版の刊行，これらの学習教材を利用し
た授業の実践とその評価などを行ってきている．そ
して平成 22年度には第 3節で述べる教科書と学習
ノートのさらなる改訂版を刊行することにより，新
しい社会情勢や ICTに対応した学習教材として内
容を充実させた．さらに，情報基礎教育効果を評価
するため，客観的評価が難しいとされる学習者の達
成度評価のための評価基準策定に向けた活動に入っ
ているところである．

2.2 新学習指導要領
平成 20年度には小中学校の，21年度には高等学

校の新学習指導要領が文部科学省より告示された．
そして平成 23年度および 24年度からはそれぞれ
小学校，中学校において全面実施されることになっ
ている（図 2）．ICTの進歩や情報化社会の進展を
背景に，情報教育は初等・中等教育へも拡大されて
おり，中学校における総則では，情報リテラシーの
強化と情報モラル教育の実施が定められている．ま
た高等学校については，現行の普通教科「情報」に
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図 1: 我々のこれまでの活動状況

おける情報 A, 情報 B, 情報 Cの 3科目は共通教科
「情報」の 2科目「社会と情報」および「情報の科
学」として再編されることとなった [6]．新学習指
導要領が全面実施された中学生が高専に入学するの
が平成 27年度であり，高等学校における実施は平
成 25年度からということから，現時点では若干の
時間的余裕があるとはいえ，同年代の学生の教育を
行う高専としては早急な対応が必要となる．
我々の考える高専における情報基礎教育では，情
報と ICTを活用した問題解決能力の育成や，情報
社会に参画する前により高い情報モラルを身につけ
させることを意図した教育など，高等学校の新学習
指導要領の内容を一部先取りする形でこれまでにも
実践してきた．一方，中学校におけるコンピュータ
リテラシー教育には学校間でひらきがあり，高専入
学時の学生のリテラシー能力に格差が存在するのも
現状である．また，高専をはじめとする高等教育機
関では，実験報告書や卒業論文などを作成するため
の情報活用技術やリテラシー能力が必要とされるの
に，これらは中学校卒業段階で十分に習得されてい
るとはいえない．このように，学習指導要領で示さ
れている学習事項に加え，高専において必要とされ
る能力・技術を教育していくことで，入学時に存在
した格差を是正させていかなければならない．
そこで，今回の三訂版への改訂作業では，従来
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図 2: 新学習指導要領導入・実施スケジュール [5]
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の 3章からなる全体構成については変更せず，古く
なった内容の修正やデータの更新，新たな情報通信
技術や項目の追加などで対応した．入学時点での格
差是正にも配慮した新学習指導要領に完全準拠する
教科書の作成を今後新たに行っていかなければなら
ない．

3 学習教材の改訂
3.1 教科書および学習ノートの改訂

ICTの進展と社会情勢の変化は著しい．情報基
礎教育において，ある時点で教授されているトピッ
クも数年後には状況が変化し，陳腐化してしまうこ
とも少なくない．例えばこれまで，日本では特にプ
ライバシー保護の観点から，インターネット上で個
人情報を公開しないように指導するのが通例であっ
た．しかし，ここ数年 facebook等の実名参加型の
ソーシャルメディアが普及し，一辺倒な指導は必ず
しもあてはまらなくなってきている．このような社
会情勢の変化に合わせて，教育の本質を保持しつ
つ，教材に含める事例を取捨し，その取り上げ方を
刷新していかなければならない．
我々が作成した教科書や学習ノートの内容に関す
る細かな修正・更新は，これら教材を使った授業を
支援するポータルサイト [7]において随時行ってき
ている．しかしながら，初版に続く改訂版が平成
18年に刊行されてから 3年以上が経過し，社会実
情を必ずしも反映できていない内容も見られるよう
になった．また次節で述べる新学習指導要領につい
ても視野に入れなければならない．そこで，これら
教材のさらなる改訂を行うこととした．平成 21年
に改訂作業に着手し，約 1年の執筆期間を経て，平
成 22年 10月に教科書の三訂版となる「ネットワー
ク社会における情報の活用と技術 三訂版」（実教
出版, A5版，271ページ，2,000円）[8]および学習
ノートの改訂版である「ネットワーク社会における
情報の活用と技術 三訂版 学習ノート」（実教出版,
B5版，63ページ，660円）[9]が刊行された．文献
[4]において詳しく紹介しているが，各章における
主な改訂ポイントは次のようになっている．

• 1章（情報の活用と発信）
メディアリテラシーや著作権など，情報の収
集段階での注意点を整理．セキュリティに関
する項目を最新の内容に合わせる．

• 2章（情報の処理と技術）
古くなった内容のコラムの差し替え．ネット
ワークに関する新たな項目を追加．

• 3章（情報と社会生活）
古くなった内容の更新や，社会情勢の変化に
対応した内容の改訂．
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図 3: 教科書採用機関数の推移
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図 4: 学習ノート採用機関数の推移

表 1: 平成 22年度および 23年度前半の発行部数

教材 22年度 23年度
教科書「情報の活用と技術」 1,519 2,235

学習ノート 404 750

3.2 教材の利用状況
これまで我々が刊行した教科書および学習ノート
の採用機関数の推移を図 3，4に示す．また平成 22
年度および 23年度における発行部数を表 1に示す．
なお，平成 23年度のデータは平成 23年 10月 21日
時点でのデータである．
初版発行当初は情報の活用・技術・参画といった
新しい情報基礎教育を扱う教科書が少なかったた
め，特に多くの教育機関で採用された．その後同様
の内容の教科書が他にも発行されるようになった
り，初版あるいは改訂版刊行後数年経過して内容が
古くなると採用数が減少する傾向がある．平成 22
年度は特に大学・短大で採用数は少なくなっていた
ものの，三訂版が刊行された本年度は大幅に増加し
ている．このことより，情報教育の分野では特に社
会情勢をよく反映した内容の新しさが重視されるこ
とがわかる．
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4 情報教育実践評価
4.1 情報教育における達成度評価
普通教科「情報」や学科によらない情報基礎教育
が高等教育機関を中心に実施されたことは評価さ
れているものの，その教育効果については明確な検
討がなされていないのが現状である．その要因とし
て，情報教育における達成度評価の難しさが挙げら
れる．情報教育の主な目標は，情報活用能力を活か
した問題解決能力の育成である．学習者がこれを達
成できているかを評価するためには，問題解決に対
する考え方やその手法など，答えが必ずしも一つと
は限らない成果物に対して適切な共通基準が必要で
ある．しかしながらこのような基準は情報教育の分
野では，これまでにほとんど示されていない．

4.2 我々の取り組み
平成 22年度，我々が提案する「情報基礎教育の

実践成果を活かした評価基準の共有化に関する研
究」が科学研究費補助金において採択された．これ
は，情報教育における学習者の達成度を評価するた
めの共通基準を教授者間で共有するための試みであ
る．平成 15年度実施の学習指導要領の基本になっ
ていた「知識・理解」「関心・意 欲・態度」「思考・
判断」「技能・表現」という 4つの指導・評価観点
のうち「関心・意欲・態度」に注目し，このような
評価が困難な要素について，どのような視点で評価
すればよいかを多くの学習者の成果物をもとに検討
し，教授者の間で共通認識を創り共有化を行うこと
を目指している．我々にはこれまで約 10年にわた
る活動実績がある．豊富なデータの蓄積と人的ネッ
トワークが存在しており，これらは評価基準の策定
において貴重な資源となりうると考えられる．その
上で，以下のような具体的作業を行うことが必要で
ある．

1. 学習成果提供者を募集し，成果物を広く収集・
蓄積する（収集・蓄積するシステム構築も必
要となる）．

2. 蓄積された学習成果を評価し，その結果を集
約する．

3. 評価結果に基づき評価基準を策定する．

4. 評価基準を公開し，利用者によるコメントを
収集する．

5. コメントを整理し，評価基準をより精緻化す
る．

現在，学習成果物を収集・蓄積するためのシステ
ム構築を進めるとともに，成果物提供者や評価者
を募集し，意見をまとめるためのシンポジウム開催
を検討している．このような情報教育の評価基準が

策定できれば，テキストに沿った授業の実施だけで
は困難な，「関心・意欲・態度」の評価に関する指
針を与えることができる．さらに，学習者へ評価を
フィードバックできる評価基準とすることで，学習
者に自発的な教育を促すといった，より高次元な教
育効果の実現も目指して検討を進めている．

5 むすび
情報基礎教育用の教科書および学習ノートの改訂
や教育効果の評価基準策定に関する取り組みについ
て述べた．これまでは情報基礎教育の実践に重点を
置いて様々な取り組みを行ってきたが，今後は教育
効果検証のため，評価基準の策定作業を具体的に推
し進めていく必要がある．そのためには多くの教授
者の協力が必要である．本稿を通して活動に参加し
ていただける方は我々にご一報をお願いしたい．こ
のように，より効果的な情報基礎教育に関する活動
を精力的に行っていく予定である．
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